９月議会　一般質問　行政改革の第二問　　　　　　　　　　　　　　　　　　伊藤　秀昭

1.新たなる行財政改革への取り組みについて

（1）「改革の一丁目一番地」であるはずの「地域主権」についての議論はいっこうに進まない中で、6月22日に閣議決定された「地域主権戦略大綱」特に「一括交付金」などの認識と対応について。
ひも付き補助金の一括交付金化は民主党政権の目玉公約の一つ。「地域主権戦略大綱」では一括交付金化は2011年度から段階的に実施する。投資的な補助金は11年度から、サービス給付向けを中心とする経常的な補助金は12年度から、一括化を進める計画だ。しかし、大綱取りまとめに向けた各府省との協議では、「一括交付金は地域が自己決定できる財源」との文字が削除されたり、一括交付金の制度設計では「関係府省とともに決定する」などの文言が挿入されるなど、地方の自由度を拡大に歯止めをかけるような変更点がいくつかあったとされています。
　何ゆえか、当然ながら政策目的を達成するために補助金を活用してきた関係府省は、「一括交付金化を進めることによって、政策を誘導する手段を失うのではないか」という懸念を抱いていると言われています。

そこでまず、市長に伺いたい。
1-①官僚　から豊橋市の市長になられた市長は、こうした動きをどう判断しておられるのか伺いたい。

　次に現在、民主党の代表選挙が行われています。代表選挙は即、日本の総理大臣を決める選挙であります。幸か不幸か、選択肢はお二人しかありません。そのお二人の論戦を新聞テレビの情報で知る限り、「政治とカネ」、「予算編成のあり方」や、「消費税」、「普天間」の問題については、双方の発言が注目されていますが、「地方主権」についてはほとんど注目されていません。
昨年夏の劇的な政権交代を経て、それまで遅々として進まなかった「地方分権改革」論議に業を煮やして、民主党政権は「地方主権」の言葉に変えてまで意気込みをみせましたたが、この一年。関連法案はひとつも成立していません。
1-②財政再建を最優先課題とする菅首相、また地方自治体に配分する「ひもつき」の補助金は国の予算ベースで21兆円、豊橋市のそれは149億円ありますが、小沢氏はこれを「地方が自由に使い道を決められる一括交付金として配分するとはいわれますが、その代わりに補助金の総額を大幅に削減し、新たな財源を生み出せるときわめて乱暴。このように地方主権改革の熱意が伝わらない民主党の代表選を市長はどうみておられるのか伺いたい。
（2）本市の「経営改革プラン」に基づき、行政評価を活用した事務事業の見直しや定員管理の適正化による総人件費の抑制など取り組んできた（第５次総合計画素案）行政改革の総括について

　豊橋市の行政評価システム、平成12年度のモデル事業による試行評価を経て、平成13年度にはすべての事業を対象に「事務事業評価」を本格実施。そして、平成16年度からは、事務事業の上位目的となる政策、施策を対象とした、「政策・施策評価」を導入し、「事務事業評価」と併せて一体的な評価を行うようになって、ほぼ10年を経過するわけです。豊橋版行政評価システムとして確立されたそのご努力には敬意を表するものです。
　忘れもしません昭和63年3月議会で2回目の一般質問で「企業のQC手法―品質管理の手法を次期（第3次）基本構想策定に当たって、導入されるよう提案しますが、いかがでしょう」と申し上げました。豊橋市議会のなかでQC、PDCAの言葉が語られたのはこの時が最初だった　と伺っていますが、この提案に当時の企画部長（水野敬之氏）は「ご提案の企業のＰＤＣＡについてのお話がありましたが、それらにつきましても一定の参考という形で勉強はして参りたいと考えておる次第でございます」と答えられました。あれから22年の歳月が流れているわけで感無量のものがあります。
　1-③その上で最近大きな問題になっている住民登録と戸籍との関係で８月１２日現在、１２０歳以上で豊橋市に本籍を有する方が５８名おられて戸籍削除の手続きを行っているとのことです。
また、本市の中学一年の生徒の命が犠牲になった６月１８日の浜名湖でのボート転覆事故で明らかになった自然体験学習での危機管理対策などはこの行政評価システムの中ではどのように問題提起され、あぶりだされてていたのでしょうか伺っておきます。
　
　また、経営改革プランに基づき平成８年度は3,574人だった職員定員管理は、平成11年度からの中核市移行に伴う体制整備、平成12年度の市民病院の医療体制の見直しや助手業務及び患者給食業務の委託化、平成13年度の水道局と下水道局の統合、平成17年度・18年度の土木維持事務所業務の見直しなどで3305人までの削減実績が挙げられています。それに伴う経済的効果も膨大な縮減効果を挙げられていますし、このことにより、少数精鋭のより一層の効率的な組織への転換に挑戦されていますが、経営改革プランの目的は、「市民満足度の向上を目指すため」であります。
　毎年度行っている市民意識調査報告書の昨年10月の生活環境に関するまとめでは、「満足度」の評価が「普通」を下回っているのは「安全性」であり、「利便性」であり、「地域の生活環境」では「防犯体制」と「公共交通」という市民生活の基本的なところで依然として「市民満足度」は低いわけです。
　また、高齢者の行方不明事件から、前東京都副知事でもあった明治大学大学院教授　青山佾（やすし）氏は

「地方分権や地域主権の名によって自治体の仕事は増えているが、それに伴って職員の数が増えているわけではない。むしろ、行政改革によって現場の職員の数は減らされる傾向にある。国民が行政改革に期待するのは、天下り団体や非効率な仕事の整理だが、このような整理は進まない一方で、小さな政府論による行政サービスの縮小が進んでいくようにも見える」と指摘しています。

　1-④行政改革は「市民満足度の向上を目指す」という目的のもとでこの10年の取組みがあります。しかし、そのことによる総人件費の抑制によって市役所と住民の距離が遠のいていないか、意図するところがあれば伺いたい。
（3）行財政改革の成否は人・モノ・カネ・情報という経営資源を最大限に有効活用できるかどうかにかかっている。そのために基本的情報の「見える化」、例えば「固定資産台帳」を整備し「公共施設白書」の作成などについて

　行財政改革特別委員会の委員長をさせていただいていた平成16年の10月、特別委員会で視察したのは杉並区と千葉県我孫子市でした。我孫子市では市単独の補助金をゼロから見直すという補助金改革を学ばせていただきました。杉並区では平成11年に就任した山田　宏区長、今回の参院選で日本創新党を創設して注目された方ですが、その強いリーダーシップによって、財政危機を乗り越え、その年の3月から「施設白書」を発行し各施設のコストを明確にして、「指定管理者制度」に反映していこうとしていることが注目されました。
　各施設の維持管理に関する情報を公表し、「サービスと負担」の現状について、区民の皆様にご理解いただき、一緒に考えていただくため、施設にかかる経費や使用料などの状況を市民に知らせするものです。
　たとえば、杉並会館。
　費用　高熱水費　1481万円、修繕費　30万円　清掃・設備等保守委託費　5335万円　減価償却費　601万円　費用合計　7447万円
　負担　使用料　996万円　税負担6451万円
　こういうことが解るようになっています。「サービスと負担」をこういう視点で周知徹底する仕方こそ市民との協働のまちづくりの情報共有のスタイルではないかと考えさせられました。
　公会計改革に従って、自治体には財務諸表を整備することが要請されています。それで、本来であれば固定資産台帳を整備され、個別の施設等に関して耐用年数や現存価格が明確となり、維持・補修計画も立てられるはずであります。ところが多くの自治体では、豊橋市も含めて決算統計データを活用した財務諸表を作成している段階で、固定資産台帳の必要性を質問の最初から触れているわけです。

固定資産データが整備されていないことは、施設の1件ごとの減価償却費、人材費を含む維持管理費、それらを一定程度回収するための使用料基準などを算出根拠がないということであり、冒頭申し上げた「時限爆弾」の規模や導火線の長さがわかっていないということになります。
　1-⑤答弁にもありました「公共施設の有効活用について研究」－公共ストックの有効活用に関する調査研究　300千円　について、どのような意図をもった、どのような内容の予算計上であったのかを改めて伺う。
　その場合、問題になるのか現在の自治体の公会計は企業の複式簿記と違い、「単式簿記方式」で、現金主義であること。この方式の問題は「ストック情報の欠如」にある。ここでいうストックとは資産（ハコモノ）と負債（借入金）のことである。現在の公会計制度では、その肝心のストックの増減や、残高に関する情報が基本的には蓄積されていない。つまり、自治体のストックはフロー（現金）と無関係に管理されているので施設の費用対効果を的確に測定できない。
1-⑥すでに東京都などは公会計の改革に取り組んでいるが、本市の公会計改革について意図するところがあれば伺いたい

（4）社会基盤の老朽化に伴う公有資産の有効活用やそれに必要な資金調達の合理化、また指定管理者制度、PFI手法の検証も含めた「ともに生き、ともにつくる」公民連携の今後の取り組みについて。

　経営危機に直面した民間企業がまずなすことは資産リストラである。自治体経営も施設をリストラし、バランスシートをスリム化することである。そして残す施設のバリューアップに努め、行政サービスを維持・向上させなくてはならない。
公有財産の有効活用に留まらずに大胆な改善策が必要でないかと考えます。それは自治体の枠を超えて広域に精査する必要もあると考えます。例えば本市においては南部地域図書館が検討されていますが、田原市の入り口には35万冊の蔵書を誇る田原市中央図書館があるわけです。また、渥美病院、豊橋市民病院、蒲郡市民病院、新城市民病院とそれぞれが補完しあう公立病院ネットワークも必要です。

1-⑦すなわちフルスペック型から脱却し、近隣自治体と連携し資産配分を考えて、行政需要に柔軟に対応できるような公有財産の有効利用の考え方が必要ではないでしょうか。意図することがあれば考え方をお伺いします。
また、豊橋市においてPFI手法で余熱利用施設、北部給食センター、保健所・保健センター、そして芸術ホールと４ヶ所で具体化されているが、PFI手法が平成１１年の「PFI推進法」成立以来、全国の各自治体で急速な広がりを見せています。財政の健全化を喫緊の課題とする自治体にとってPFIは有効な手段とされてきました。しかし、PFIは民間資金による肩代わりや述べ払いを目的とする手法では決してありません。民間から資金を借りて述べ払いするだけなら、民間の資金コストが高い分だけ総額の財政支出は多くなりVFMは達成されません。PFIの狙いは、よりすくない税金で質の高い公共サービスを提供することにある。しかし、計画上のリスク分担は徹底されていても、いざ破綻してしまえばそれまでということが明白になっています。日本におけるPFI失敗事例第一号といわれるタラソ福岡（余熱利用施設）や近江八幡市民病院のようにすでに事業途中で中止に追い込まれた事例があります。
また、指定管理者制度においても豊橋市の場合139施設でなされており、今年６月に再契約し2巡目を迎えています。制度の趣旨に照らして、３カ年の成果を含めた履行確認と評価が適切にモニタリングされたかどうかが問われています。なぜかなら、指定管理者制度は導入効果として経費削減ばかりが注目されますが、施設を指定管理することにより公共施設の在り方を根本的に見直すことになるのが指定管理者制度の本質かだからです。
1-⑧そのためにも指定管理者制度によるモニタリングや評価に外部からの視点を含めた第３者評価を導入することも検討すべきと考えますが、どうか伺っておきます。
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